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多目的水平載荷加熱試験装置

♯0012

実験

♯0012

案内

（文 /技術者・棚池裕）

多目的水平載荷加熱試験装置は、火災時
の建築物の水平部材「梁、床、屋根」およ
び垂直部材「柱、壁」などのあらゆる建築
構造部材について、ISO 規格の試験体サイ
ズで実施する能力を備えた耐火炉である。
加熱・載荷・反力フレーム等が一体的にバ
ランス良く構築され、外部加力を与えなが
ら耐火試験を行うことが可能である。
外寸は、幅約７m×長さ約１０m、高さはＦＬから炉体上面部までが約６m、加力フ

レーム上部までが約１０mで、複合的な加熱炉部分と載荷装置部分で構成されている。
加熱炉は、直方体の箱型で、炉内表面部は厚さ３００ mm の耐熱セラミックファイ

バーブロック断熱材（１４００℃仕様）で構築されており、上部の加熱寸法は幅３m×
長さ４m、深さ３.５mである。左右の炉壁面には各１６台（合計３２台）のエクセス
エア式ガスバーナーが設置され、最大定格燃焼熱量約２９００万キロジュール/時間の
加熱能力を有する。また、加熱炉には地震や異常燃焼の発生時に、燃焼が安全に停止

するよう対策が取られている。
載荷装置は、加熱炉の外周をループ状に反力フレームと移動式の加

力フレーム（移動速度０.２m/分）が取り付けられ、加力フレームにス
トローク６００mm の載荷用オイルジャッキとロードセルが組み込ま
れており、試験体に最大５MNの加力が可能である。
国内の耐火試験では、米国、独逸そして英国の耐火試験方法を基本

にした JISA1304（建築構造部分の耐火試験方法）が規格化されてい
るほか、様々な測定技術の研究開発がなされているが、国際調和の視
点からも、現在は ISO 規格の耐火加熱曲線に沿った載荷加熱の耐火試
験へと変遷している。

♯００３で紹介した大型
壁炉とも連動させて、梁、
壁、柱、屋根、床などの建
築部材に対し、ISO 規格に
沿った載荷加熱・耐火試験
が総合的に行えるよう、複
合型多目的水平炉として
2010 年３月に構築した装
置である。

多目的水平載荷加熱試験装置
最大定格燃焼熱量：約2900k J /h
最大加力能力：5MN

東京理科大学 総合研究機構 共同利用・共同研究「火災安全科学研究拠点」

平成２３年度成果発表会のお知らせ
平成２３年度は公募により新規課題７件、平成２２年度からの継続課題２件の研究課題を採択し、共同研究を行いました。
下記のとおり「平成２３年度共同利用・共同研究成果発表会」を開催し、１年間の研究成果について発表します。

● 日時 2012 年５月２４日（木）１４：３０ ～ １７：１５ 
● 場所 東京理科大学 神楽坂校舎 ２３４教室（２号館３階）

● 参加費    無料 ● お申込    不要

■ 平成２３年度共同研究課題
１. 傾斜路における天井流の流れ性状に関する研究 〔新規〕

－申請代表者：岡 泰資（横浜国立大学）
２. 電線ケーブル火災時の燃焼特性の相対比較評価  〔新規〕

－申請代表者：成実 清幸（社団法人電線総合技術センター）
３. 建物火災における泡消火剤による消火活動の作業環境衛生評価 〔新規〕

－申請代表者：上江洲 一也（北九州市立大学 国際環境工学部）
４. 施設の火災防護に関する安全対策の研究 〔継続〕

－申請代表者：正木 嘉一（株式会社東芝 原子力プラント設計部）
５. 火炎及び煙存在下でテラヘルツ帯電磁波を用いたイメージング及び危険ガス検知の研究  〔継続〕

－申請代表者：相原 公久（ＮＴＴマイクロシステムインテグレーション研究所）
６. 木板の遮熱効果に関する研究 〔新規〕

－申請代表者：安井 昇（早稲田大学）
７. 自由空間および区画内での立体的可燃物の燃焼性状に関する実験的研究 〔新規〕

－申請代表者：原田 和典（京都大学大学院 工学研究科）
８. 煙の視覚的異変感知に関する実験的検討 〔新規〕

－申請代表者：佐野 友紀（早稲田大学 人間科学学術院）
９. 模型箱試験によるサンドイッチパネルの発熱性評価に関する研究 〔新規〕

－申請代表者：林 吉彦（独立行政法人建築研究所）

※ 発表順は予定、発表者は未定です。

共同利用・共同研究「火災安全科学研究拠点」
平成２４年度の研究課題を採択しました
公募・選定の結果、平成２４年度は８件（新規４件、継続
４件）の研究課題を採択しました。

● 平成２４年度採択結果
◆ 新規採択課題
１. 遮煙開口部における流量測定
－申請代表者：山口 純一（株式会社大林組 技術研究所）

２. 可燃性外壁の上階延焼危険性評価に関する研究
－申請代表者：野口 貴文（東京大学）

３. 地震後の変形・損傷を考慮した網入りガラスの防火特
性に関する実験的研究
－申請代表者：野竹 宏彰（清水建設株式会社 技術研究所）

４. ベッドマットレスの ISO 試験法による火災リスク評価
に関する研究
－申請代表者：Park Kye-Won（Fire Insurers Laboratories of Korea）

◆ 継続研究課題
５. 建物火災における泡消火剤による消火活動の作業環境
衛生評価
－申請代表者：上江洲 一也（北九州市立大学 国際環境工学部）

６. 自由空間および区画内での立体的可燃物の燃焼性状に
関する実験的研究
－申請代表者：原田 和典（京都大学大学院 工学研究科）

７. 傾斜路における天井流の流れ性状に関する研究
－申請代表者：岡 泰資（横浜国立大学）

８. 電線ケーブル火災時の燃焼特性の相対比較評価
－申請代表者：成実 清幸（一般社団法人電線総合技術センター）

● 二次募集のお知らせ
◆ 公募件数：１～２件
◆ 申請期限
 2012 年５月１８日（金）必着・期日厳守
◆ 共同研究期間
 （採択決定日）～ 平成２５年３月３１日
◆ 申請方法
 申請書を下記ＨＰよりダウンロードし、必要事項を記入の
うえ、電子メールまたは郵送にて提出して下さい。

第２回GCOE 教育セミナーのお知らせ
区画防火の重要性と施工管理上の諸問題

－区画防火と外壁の上階延焼防止のあり方－
区画防火の重要性と施工品質管理の諸課題について、特に層間区画における区画貫通部や外壁
の上階延焼に焦点を当て、その延焼防止のあり方について情報交換を行うと共に諸課題や問題
点について議論する場を提供する。

日時： 2012 年５月２８日（月）１４:００～１７:１５ （１３:３０開場）
セミナー会場：東京理科大学 森戸記念館 地下１階 第 1フォーラム
懇親会：１７:３０～１９:３０（東京理科大学 森戸記念館２階 第３会議室）
主催：東京理科大学 総合研究機構 火災科学研究センター
協賛：日本ヒルティ株式会社

お問合せ・申込み先： 04-7124-1501 内線 5036（東京理科大学 研究事務課）

行うと共に諸課題や問題

 （１３:３０開場）
ーラム
第３会議室））

理科大学 研究究事務課）事

セミナー・懇親会と
もに

参加費無料・要申込

申込み締切：５月２４日（木）

上から撮影 炉内



●研究紹介

●シンポジウム報告

●研究紹介

HPでは、さらに詳しい
情報を公開しています。
ぜひご覧ください。

http://gcoe.moritalab.com/http://gcoe.moritalab.com/
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放射熱

・水滴粒子径（サイズ）
・水滴量（散水量）
・入射熱の波長
 ・ ・  ・

低減？

ＳＰ

予測モデル（Mie理論）

実験値（区画外）

実験値（区画内）

散水量 [mL/min・0.1m2]
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ＳＰヘッド：Ｋ80Ａ
燃焼：エタノール

下降気流

安定した煙層が乱される

精度向上

光点を除去

元画像（煙層＆水滴）

光点を抽出 

水滴画像 煙層画像 

速度が異なる

なぜ漏洩した油の大半がＡ重油であるにも
かかわらず、目撃されているような現象が
起きたのであろうか。その謎を解くひとつ
の鍵が海面上に浮かんだ木材瓦礫の存在で
ある。
津波によって破壊された家屋などから生
じる大量の木材瓦礫の表面には多くのささ
くれがあるであろうし、そもそも木材の表
面には顕微鏡で見ると微小な毛羽立ちが多
数ある。（写真１）これらの木材表面のささ
くれや毛羽立ちが、ローソクの芯のような
役割を果たしたのではないかと考えられる。
つまり、木材瓦礫内に油を浸透しやすくし、
また浸透した油が揮発しやすい状態、すな
わち可燃性ガスとして蒸発しやすい状態を
生み出した可能性がある。そこに何らかの
着火源があれば木材瓦礫表面に着火・燃焼
することが考えられる。

そこで、筆者らはこの現象を検証するた
めに、瓦礫火災の模型実験を行った。実験
では、木材瓦礫に見立てた市販のまき用木
材を、海水１０リットルとＡ重油５リット
ルを入れた角型容器（８０cm 角皿）に２０
分間浸したのち、小火源（φ５cm のへプタ
ン小皿）をまき木材内に挿入し点火したの
ち、それが木材に着火、燃焼継続するかど
うかの目視観測を行なった。実験結果の概

要は以下のとおりである。
点火の直後から、木材はパチパチという

音を立てながら着火し燃焼を始めた。その
後、はじめは木材自体の燃焼が継続し次第
に成長していくが、数分後には木材の下部
にある重油表面が火炎からの輻射熱によっ
て熱させられ揮発が盛んになり、やがて引
火点を超えて油自身が着火し燃焼を始める
ようになった。この段階に至ると、木材瓦
礫と一緒になって油の液面自身も燃焼する
ので、燃焼の勢いが格段に増す状態になる。
さらに、木材瓦礫火炎からその周辺の油層
表面への輻射熱による液面温度上昇に伴う
蒸発が順次促進され、約７分後には周辺の
液面に青白い炎が現れて燃焼し始め、それ
が油面火災として短時間に伝搬していく様
子が観測された。（写真２）

この実験結果は、海面上の油に浸された
木材瓦礫が小さな火源で着火して燃焼を始
め、やがてそれが油面自体の燃焼を引き起
こす可能性を示したものと考えられる。

総合研究機構　火災科学研究センター・教授

関澤 愛　
Ai Sekizawa

模型実験による津波火災の発生・
拡大メカニズムに関する研究
水が大量に存在する中で火災が発生する
ことは、本来考えにくいことである。しか
しながら、東日本大震災では津波によって
家屋や車、あるいは流された瓦礫が炎上す
るという現象が現実に起きている。このよ
うな津波火災の発生を可能ならしめる条件
として必要なのは気化した状態の燃料であ
る。つまり燃焼が成立し、かつ維持される
ためには、何らかの着火エネルギーのほか
に「可燃性ガス」の存在が必要である。
２０１１年９月１１日放映されたＮＨＫの
番組映像では、気仙沼湾内の海面上を漂う
瓦礫が炎上し、やがてそれが短時間に湾内
で拡大していった状況が目撃証言とともに
紹介されている。映像からは、瓦礫火災の
勢いのある炎とともに多量の黒煙の発生が
確認され、木材瓦礫だけでなく何らかの油
成分も燃焼していることが推察できる。と
ころで、気仙沼湾内にあった２３基のオイ
ルタンクのうち津波で２２基が流されたと
される。その大半がＡ重油（成分の９０％が
軽油）である。軽油の引火点は４０～７０℃、
重油のそれは６０～１００℃で、いずれも引
火点が高く常温では引火しない。それでは、

両者を一連の流れで予測可能なモデルの構
築を行った。また、ＳＰおよび火炎の基礎的
データの収集を始め、実大規模の火災実験
により、予測モデルの妥当性に関する検証
を行った。実大散水区画における放射熱減
衰に関する実験は、燃料にヘプタンとエタ
ノール、および流量・粒子径等の異なる５
種類のＳＰが用いられた。また、区画内・
外に火源を置くことで、その放射減衰から
煙（すす）による影響が確認された。さらに、
ＳＰの散水量に応じた放射熱の減衰も確認
され、また Mi e理論から算出された水滴に
よる放射熱減衰は、実験値との良い一致が
見られた。同様に、火炎放射スペクトルに
関しても、実験値と予測値は良い一致が見
られ、燃料および散水特性を与えることで、
火源からの放射熱減衰を精度良く予測する
ことが可能となった。（図１）

[散水による煙層の挙動 ]
散水による効果は、火災安全の観点にお

いて、全てが良い方向に寄与するとは限ら
ない。火災が発生すると当然煙も発生する
が、火災初期では暖かい煙は浮力を持つこ
とにより、安定した高さに保たれ、煙（上部層）
と空気（下部層）の２層に分かれることで、

避難経路が確保される。しかしながら、ＳＰ
が作動すると、煙層が乱され、有毒ガスを
含んだ煙が下部層（空気層）に達することで、
避難経路に拡散され、避難者の安全性が失
われる可能性がある（図２）。

ＳＰ散水時の煙層の挙動は、煙層温度（浮力）
や散水特性（粒径、粒速、散水量等）に依存す
ると考えられる。本研究では、実験的アプロー
チにより、この挙動を直接的に計測すること
を目的に、PIV（Particle Image Velocimetry）
を用いて、とりわけ下降気流速度の計測を対
象に行った。実大区画にて火源（発熱速度）
の大きさ、散水量、粒径・粒速をパラメータ
として、画像解析を取り入れることで、煙層
および水滴の異なる速度を同時に計測するこ
とに成功し、各条件に対して定量的な結果を
得ることを可能にした（図３）。今後は、こ
の成果を火災時の煙流動予測モデル等に組込
むことにより、実際的な予測を可能にする予
定である。

国内対応責任者・実験棟運営担当
総合研究機構　火災科学研究センター・准教授

松山 賢　
Ken Matsuyama

散水設備に関する様々な研究
高層建築物に代表されるような大規模建

築物の多くは、スプリンクラー設備（以下、
ＳＰ）の設置が消防法等で義務付けられて
おり、火災初期段階では、その高い消火性
能を発揮している。一方で、ＳＰから放出さ
れる水滴群は、消火性能以外に火災時に多
くの効果が期待される。例えば、１）区画内
における雰囲気温度の冷却効果、２）周囲の
柱・壁・はり等の構造体温度の冷却効果、３）
火源からの放射熱を減衰させる効果、４）散
水による煙層の撹拌作用等が考えられる。
今回は上記のうち、３）および４）に関して
実験的な研究を行っているのでその一部を
紹介したい。
[水滴による火炎の放射熱減衰効果 ]
火炎の放射熱減衰効果は、放熱側である

火源特性（放射強度）、および受熱側である
散水ノズルの特性（水滴径、水量等）に大
きく依存する。本研究では、既往の研究を
参考に、前者はナローバンドモデルを改良
することで分光放射スペクトル予測、およ
び後者は Mi e理論を用いることで水滴によ
る放射熱の吸収予測を可能とし、さらに、

（図１）放射熱減衰効果の概念および実験値と計算値の比較

（図２）散水時の煙層の乱れ

（図３）PIVによる画像解析を用いた流速の解析方法

（写真１） 木材表面における毛羽立ちの様子

（写真２） 津波火災を模擬した模型実験の経過

卒災（そつさい）シンポジウムを開催しました
火災科学研究センター菅原研究室では、東日本大震災の発生を
機に、“災害と共に、生き、永続的な自然と人間のハーモニーを
目指し、活力のある卒災まちづくりを行う” をテーマに、「国際
卒災ヴィレッジ研究会」を発足し活動を行っています。
2012年3月13日（火）東京理科大学森戸記念館第１フォーラ

ムにおいて、キックオフシンポジウム「防災から卒災へ－歴史的
災害等から学ぶもの－」を開催しました。今回のシンポジウムは、
火災等の災害に関わる教育研究の領域が深く広範であることを認
識し、活動の方向性を探ることを目的として、教育関係者から一
般企業の方まで様々な分野から講師をお招きしました。
国際卒災ヴィレッジ研究会では、推進すべき教育研究の内容や
日本における災害対策の東西バランスの必要性等も鑑みて、東京
域だけではなく、必要に応じて東日本や関西にも社会実験の拠点
を設け、フィールドワークを実施することも考えています。今回
のシンポジウムを契機として、卒災研究の更なる展開を図ってい
きたいと考えます。

火災科学・安全の分野に係わる職種（建築、消防、損害保険）
の社会人、防火技術者や消防官等を志す一般学生や留学生

東京理科大学では、平成２２年に設立した「国際火災科学研究科」
修士課程に続き、平成２４年度より博士後期課程を開設しました。

火災科学の実務型専門技術者が高度な研究能力を備えること、
さらに実務的火災安全技術を展開できる高度な専門職能を有
する人材の養成

東京理科大学 第二部事務課
TEL：０３－５２２８－８３８６（直）
http://www.tus.ac.jp/fac_grad/grad/kasai/

国際火災科学研究科 火災科学専攻
博士後期課程 /修士課程

シンポジウムプログラム

■ 開会挨拶 愛知 和男（元環境庁長官）
■ 歴史的災害と卒災ヴィレッジ研究会について 菅原 進一（研究会 会長）
■ 防災から卒災へ～災害に生きる、まさかの事態への対応能力 菅原 進一
■ 避難者等要援護者への有効対応
 ◇ ウォーキングと地域連携：災害対応教育開発の視点から 渡部 和彦（広島大学 名誉教授）
 ◇ モバイル診療及び病院船の建造 唐川 伸幸（研究会 副会長）
■ 災害対策はピンポイントが決めて
 ◇ 消火弾の迅速・的確・適正性の検証計画 坂上 芳洋（イスラエル IAT 元海将補）
■ 災害と火災科学／化学
 ◇ 火災等の災害による発生物の有害性について 森田 昌宏（東京理科大学 理学部 教授）
■ 卒災シェルターと市民の為の社会インフラ
 ◇ 災害対応と地下利用 小川 隆（株式会社小川長春館 代表取締役社長）
 ◇ 卒災の成熟度と認証のあり方 松尾 明（日米公認会計士）
■ 卒災教育への展望
 ◇ 卒災サイエンスアカデミーの開設 ぎんがの郷小学校
 ◇ ポングサットの活動と災害科学教育  JP Aerospace
■ 歴史的大震災での活動
 ◇ 岩手県大槌町の被災調査と今後のまちづくりの動向  小國 勝男（社団法人建築性能基準推進協会）
 ◇ 宮城県仙台市レポート（ラストワンマイル） 社団法人仙台とどけ隊
 ◇ パリ・ミキの被災地活動から 小島 典彦（株式会社三城 営業企画チーフ）
 ◇ 新潟県レポート（ロジスティクスの有効利用）  中嶋 光正（元ビズネット株式会社社長）
 ◇ 政府業務サポートの為の日米民間連携 日本戦略研究フォーラム復興支援室
■ 国際連携
 ◇ 日本と台湾の科学技術交流と災害支援 Dr. Roger Z. Y. Huang（CIER 中華経済研究院）
  （台湾赤十字等）  

 ◇ Global EMI, FEMA, DoD, NATO 等と国際災害対応 教育フレームワーク
■ 今後の活動スケジュールについて、社会実験、都市の設定 唐川 伸幸
■ 閉会挨拶 菅原 進一

第１０回 GCOE 国際セミナーを開催しました
韓国ソウル市立大学 都市安全研究所より尹 明悟教授を招聘し、

第１０回グローバルＣＯＥ国際セミナーを開催しました。
2012年 2月 28日（火）に開催したセミナー「韓国における火

災科学、消防防災学の教育、研究の現状
と課題」では、ソウル市立大学都市安全
学科の大学院・学部の組織と沿革、特徴
について尹教授から紹介がありました。
ソウル市立大学都市安全学科では、授業
に使用する場所の提供や経済的な援助
等、ソウル市消防本部による強力なサ
ポートの下、消防防災に特化した人材の育成を行っています。
前日には、東京理科大学とソウル市立大学の研究教育交流プロ

グラムのあり方について、意見交換を行いました。交流学生、特 関澤教授と尹教授

セミナーの様子

別研究学生、単位互換など、今後の大学間交流の可能性について、
様々な提案と検討がされました。
アジアにおける火災には、人口密集や建

物の高層化など共通の課題が多く、知識と
技術の共有が必要です。東京理科大学も火
災科学に特化した大学院「国際火災科学研
究科」を有することもあり、今後の両大学
間の活発な交流が期待されます。

点火１分後 点火７分後

対象

目的

研究科についてのお問合せ：

点火７分後点火８分後


